
１．重要な会計方針

（１） 固定資産の減価償却の方法

直接法による旧定額法及び定額法で減価償却を実施している。

（２） 引当金の計上基準

（３） 消費税等の会計処理

消費税込額で表示している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及び残高は、次のとおりである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

平成28年3月23日第6回定例理事会において、会館建設に伴う積立計画案を審議し可決承認された。会館
建設積立資産については、同計画に従い理事会で承認された積立額の積立を行った。

平成25年度末に旧職員給与規則に定める退職金支給率乙欄の支給率により計算した退職給付の要支給額
までの引当を行っている。平成26年度以降は退職金共済制度に移行したため引当は行っていない。

436,277 0

0 12,471,584 14,496,847

会館建設積立資産 12,035,307 0 12,035,307 0

小計 26,968,431

0 0 436,277

会館建設積立資産 2,020,279 10,015,028

0

うち負債に対応
する額

　基本財産 0 － － －

科目 当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

0 12,035,307

16,953,403 10,015,028 26,968,431

（単位：円）

小計

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産 0 0 0 0

小計

退職給付引当資産 14,496,847 0 0

0 － －

14,496,847

減価償却引当資産 436,277 0

小計 0 0 0 0

　特定資産

退職給付引当資産 14,496,847 0 0 14,496,847

減価償却引当資産 436,277

－

　特定資産



４．引当金の明細

引当金の内訳は次のとおりである。

（単位：円）

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

　補助金
公益財団法人
全国法人会総連合 0 32,000 32,000 0

その他

期末残高

559,887 114,746 445,141

科　　　　　目 取得価額

（単位：円）

0

構　　築　　物

14,496,847

785,303什　器　備　品

当期末
残高

1,704,646

　助成金
公益財団法人
全国法人会総連合 00 12,212,300 12,212,300

合　　　　計 12,212,300

（単位：円）

内　　　　容 金　　　　額

経常収益への振替額 12,212,300

（単位：円）

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

当期増加額 当期減少額
B/S記
載区分

一般社団法人
神奈川県法人会連合会 0 1,704,646

12,212,300　公益財団法人全国法人会総連合助成金指定目的支出による振替

経常外収益への振替額 0

3,992,325 3,207,022

目的使用

0

期首残高

14,496,847

当期増加額

減価償却累計額 当期末残高

当期減少額

0

科目

0退職給付引当金


